
  住民説明会における質疑応答及びアンケートによる主な意見等の概要と県の考え方 

番号     意見の要旨 県の考え方 
１ 県国民保護計画に関しては、イ

メージが湧きにくく、内容がわか

りにくい。もっとわかりやすくし

て欲しい。 

ご意見を踏まえ、県国民保護計画（中間案）

において、地域防災計画との関係や危機発生

時の流れを説明した図、用語集を入れるなど、

よりわかりやすいものとなるように努めまし

た。 
今後も、県民の皆様の声を聞いて、よりわ

かりやすい内容にするよう努めていきます。 
 ２  住民が計画を理解するように、

わかりやすい資料を作成したり、

説明会を開催するなどさまざまな

媒体により啓発活動に力を入れて

いく必要がある。 

 今後もご理解が得られるように県政だより

をはじめとして、フォーラムの開催やパンフ

レットの発行などにより積極性に啓発活動を

進めていきます。 

３ 県国民保護計画は、具体性がな

く内容がないので、計画を作成す

る意味がなく、計画を立てる必要

性がない。 

「国民の保護に関する基本指針」に基づき、

国や県、市町村が一体となって、国民を保護

するため、計画を作成し、体制を整備するこ

とは必要だと考えています。 
 なお、今後、避難要領（仮称）等の作成を

行い、より具体的な対応ができるようにして

いきます。 
 ４  市町村が国民保護計画を作成す

る時には、的確な県の指導をお願

いしたい。 
 
 

来年度の市町村国民保護計画の作成につき

ましては、市町村の避難実施要領の手引き書

（仮称）を作成するなど、的確な助言ができ

るように努めていきます。 

５ 具体的な避難場所、避難方法が

見えてこない。具体的な避難方法

について、知りたい。 
 
 

 

具体的な避難方法については、この計画と

合わせて、避難要領（仮称）を作成するとと

もに、市町村の避難実施要領の手引き（仮称）

を作成し、市町村が作成する国民保護計画と

も合わせて、県と市町村が連携し、一体的に

機能するようにしていきます。 
６ 大切な計画ですので、県議会や

市町村議会で充分な検討をして、

予算的な措置を伴うので、慎重に

扱って欲しい。 

県議会には、計画の作成にあたって、素案、

中間案、最終案を作成の都度報告することと

しています。 

 ７  計画作成に住民の参加、意見が

盛り込まれるのか心配している。

協議会に弁護士や国民保護法に批

判的な学者に入ってもらう必要が

ある。 

 協議会に関しては、三重県では、広く住民

の意見を求め、国民の保護のための措置に関

する施策を総合的に推進するため、指定地方

行政機関、指定公共機関等の関係機関の代表

の方とともに、知識又は経験を有するいろい

ろな立場の有識者の方も委員になっていただ

き、様々な意見をいただいています。 
 ８  ODA の汚職をした会社と似た

ような名前のパシフィックコンサ

ルタンツに委託しているのも危惧

している。やはり、コンサルが作

委託契約に関しては、企画提案コンペによ

りパシフィックコンサルタンツ株式会社三重

支店と委託契約を平成１７年５月に締結し、

県の方針に基づき、業務を進めています。 



成すると、全国の話になってしま

う。 
 ９  三重県国民保護計画（素案）概

要の基本方針の中で、「国民」とい

う言葉を使っているが、この「国

民」を「住民」という言葉にはで

きないか。 

保護する対象は県内に在住する県民だけで

なく県内に滞在する旅行者等も含まれます。 
「国民」という言葉と「住民」という言葉

の使い方に関しては、不特定多数の抽象的な

言い方をする時は「国民」という言葉を、特

定の人に伝えるなど具体的な言い方をする時

は「住民」という言葉を使い分けをしていま

す。 
１０  国民保護するために生じた損失

補償等は、県が全て行うのか。 
 また、テロの被害に遭えば、建

物の被害などは国が補償するの

か。また、ミサイルによる被害が

発生した場合はどうか。 

県が支弁した損失補償については、最終的

に国が負担することになっています。 
なお、武力攻撃により被害を受けた建物等

の被害を補償する規定は国民保護法にはあり

ません。 
公共施設等の武力攻撃災害の復旧について

は、今後、国が示す方針に従い実施すること

になります。 
１１  ボランティアの安全対策はしっ

かり講じて欲しい。 
ボランティアが活動するに際しては、国等

の各種情報により、武力攻撃事態等の状況を

踏まえ、その安全性を充分に確保した上で活

動していただけるよう留意していきます。 
１２  自主防災組織のことがよくわか

らない。 
 自主防災組織は長い歴史があり、その活動

を県としても支援しています。国民保護計画

では、地域で被災者の救助等において、重要

な役割を担っていただくものとして計画中に

記載しています。 
１３  県が行う施設や設備の整備は今

後どのようにしていくのか。 
 自然災害への対応を活用して、対応を行っ

ていきます。ただ、ＮＢＣ攻撃等に関しては、

国の方針を踏まえて対応することになってい

ます。 

１４  国民保護計画と地域防災計画と

の違いは何か。国民保護計画の内

容は地域防災計画で対応できるの

ではないか。地域防災計画で対応

する方が効率的だと思う。 
 

 地域防災計画の対象は、台風や地震等の自

然災害が中心であり、国民保護が対象とする

のは外国からの侵略行為と大規模テロとなり

ます。 
武力攻撃事態は、広範囲にわたり、避難に

ついても県境を越え広範囲となることも予想

され、また、長期間になることも予想される

ので、自然災害を対象としている地域防災計

画では対応できないと考えています。 
 なお、県国民保護対策本部の構成や県の職

員の配備体制等に関しては、基本的には自然

災害の体制と同様にしていきます。  



１５ 国民の権利と人権の制限につい

ては、一般災害時と何が異なるの

か。 
国民保護に関する避難の指示に

ついては、強制力を伴うものにな

りうるのか。 

国民保護法では、避難住民や被災者の救援

に際して、食品、医薬品等の物資の確保や収

用施設等として、必要な土地、家屋等の確保

及び医療関係者による医療の実施の確保に係

る規定があります。国民保護法では、これら

の措置を実施するに当たっては、関係者の自

主性を尊重することとし、初めから強制的な

権限を用いずに、まず前もって要請等により

対応を求めることとしています。 
また、国民保護における避難指示について

は、法的な義務は生じますが、強制的に避難

させることはありません。 
１６ 具体的な被害想定をすればどう

か。例えばある地域で非常事態が

発生した場合はこうなりますとい

った対応を考えていったらどう

か。 
化学テロ事件がこの地域で起こ

った場合、国民保護計画ではどの

ように扱われるのか。 

具体的な被害想定に関しては、多様なケー

スが想定されるので、全てのケースについて、

県として具体的に想定するのは困難ですが、

攻撃に応じた避難パターンなど、今後、検討

していきます。 
また、化学テロ事件のような事態が起こっ

た場合、国民保護法を適用し、国民保護対策

本部により対処するかどうかの判断は国によ

るところとなり、そのため速やかな国への 
状況報告が必要となります。 

１７ 海外からの攻撃の時に対象とな

るということだが、外部からなの

か内部からなのかわからない場合

はどのように対応するのか。 

県国民保護計画では、被害が生じた時は、

県では事態認定前における初動連絡体制及び

初動措置を規定しています。。三重県では既に

危機管理計画を作成しており、この計画にお

いて危機対策本部を設けて対応します。その

後、国の認定があれば、県国民保護対策本部

等を設置します。 
１８  国民の協力について、具体的な

説明を。 
国民の協力につきましては、武力攻撃災害

への対処に関する措置に必要な住民の援助と

して、避難住民等の救援、消火、負傷者の搬

送、被災者の救助その他の武力攻撃災害に対

する措置や保健衛生の確保等が国民保護法で

は、規定されています。   
１９  住民の敷地・財産の協力は有事

が起こった時ではなく、何年かの

契約でするべきではないか。 

国民保護法においては、基本的人権の制限

は必要最小限のものとし、土地の使用など、

限られた場合に限定されます。そのため、前

もって土地等の使用の契約を結ぶことは困難

です。 
２０  武力攻撃による災害は、通常の

自然災害とその被害の状況が大き

く異なる。特に弾道ミサイルは一

部地域で大量の負傷者が発生する

等局所的な被害が発生すると思わ

れる。この場合、医者、医療機関

が不足し、個人病院も救護所とな

社団法人三重県医師会を指定地方公共機関

として指定しており、国民保護業務計画を作

成し、医療を確保するため必要な措置を実施

するなど、医師会としても対応していただく

ことになります。また、武力攻撃災害時の医

療に関しては、攻撃の種類によっては国によ

る救護班の派遣等、広域的な連携が必要と考



ることが予想される。個人病院と

の連携も必要になるのではない

か？ 

えています。 

２１ 国民保護に関する訓練につい

て、具体的にどのような訓練を実

施する予定か。 

警報伝達等の情報伝達に関する訓練が大切

と考えます。実働訓練としては、防災訓練と

有機的に連携して、実施する訓練が考えられ

ます。また、避難等の図上訓練も必要と考え

ます。 
２２  情報の確認が不可能で、国、自

衛隊、アメリカの情報に左右され

る。 

情報に関しては、国、関係機関から幅広く

入手するようにしています。 

２３  自衛隊の任務を明確にした方が

いいのではないか。 
自衛隊の任務に関しては、自衛隊の部隊等

の派遣を防衛庁長官に要請し、避難住民の誘

導や救援等を要請することにしています。 
２４  県境を越えた避難が必要な場合

など、他府県との連携をどのよう

に行うのか。 

県国民保護計画では、県境を越えた避難の

場合には、避難先地域を管轄する他府県知事

と、協議をすることになっています。そのた

め、今後は相互応援協定等の整備も含め、近

隣府県との連携について検討していきます。 
２５  救援の際の物資の売渡しの要請

等に応じない場合の「正当な理由」

というのは難しいのではないか。 

例えば、被災により、当該物資が使用に耐

えなくなってくる場合等が考えられますが、

措置の必要性等諸般の事情を考慮し、客観的

かつ総合的に判断していきます。 
２６ 三重県国民保護計画にはコンビ

ナートへの対処等特徴的な項目も

あるが、他県と異なる独自性や目

玉というものがあるのか。住民説

明会を開催して住民の意見を聞

き、モデル計画を作り替えるだけ

でなく三重県の特色を出した計画

を作成して欲しい。 

 南北に細長い県土と長い海岸線、離島の存

在、石油コンビナート施設の立地、テーマパ

ーク等大規模集客施設の立地や有数の観光地

であること、さらには全国平均より高い高齢

化率といった県の地理的、社会的特性を考慮

し、計画を作成しています。 

２７ 三重県だけでなく全国共通の計

画とするべきではないか。 
 国では、地方公共団体等の基準となるべき

事項を定めた「国民の保護に関する基本指針」

を作成しており、これに基づき各都道府県が

国民保護計画を作成していますが、計画に関

しては、各県の地域特性や社会的特性もある

ので、各都道府県で別の計画として作ってい

ます。 

２８  説明会はわかりづらかった。こ

れでは、不十分である。もう少し、

きめ細かく、開催すべきだと思う。 

住民説明会の他にもパブリックコメントで

県民の方の意見をお聴きするとともに、市町

村や関係機関に意見を聴いています。 
今後も国民保護について、ご理解が得られ

るように、県政だよりへの掲載、フォーラム

の開催、パンフレットの発行等により積極的

に啓発活動に努めていきます。 



２９  法があるから仕方がないとも言

えるが、事態の時に被害を少なく

するかを考える計画を作成するよ

りも事態を起こさないようにする

ことが大事なのではないか。 

「国民の保護に関する基本指針」に基づき、

国や県、市町村が一体となって、国民を保護

するため、計画を作成し、体制を整備するこ

とは必要だと考えています。 
 

３０  国の機関或いは県庁がテロによ

り機能しない時の次の手段を考え

る必要がある。 

三重県が機能しなくなった場合は、他の都

道府県がその機能を代行します。場合によっ

ては、内閣総理大臣の総合調整というものも

あり、そこが機能しない場合には、関係機関

が代わりに役割を果たすことになります。 
３１  今後、この国民保護計画に基づ

き、具体的にどのようなことを実

施する予定か。 

近隣府県との応援協定の締結等、広域的な

体制の整備を図っていきます。 

３２  民間防衛についても、考えるべ

きだと思う。 
この計画は、武力攻撃事態の排除や民間防

衛に関するものではなく、国民の生命、身体

及び財産を守るため、県や関係機関の体制を

定めています。 
３３  計画においてインフラは安全の

もとに作成されている。 
 通信手段が途絶えた時、この計

画は機能するのか。 

インフラに関しては、国民生活に関連を有

する施設として、規模により政令で生活関連

等施設として、指定され、安全確保を図るよ

う配慮しています。 
また、通信手段に関しては、計画では、必

要に応じ、情報通信手段の機能確認を行うと

ともに、支障が生じた情報通信施設の応急復

旧作業を行うこととしています。 
３４  核戦争になったら、この計画は

機能するのか。 
核戦争への対応は大変困難なものになると

考えられますが、この計画では、核兵器に対

する対応は、ＮＢＣ攻撃に対する対応に災害

への対処に記載されている措置により対応す

ることになると考えています。 
 


